
 
 

改正 令和４年３月８日 原規総発第 2203085 号 原子力規制委員会決定 

 

令和４年３月８日 

 

原子力規制委員会   

 

 

 

原子力規制委員会行政文書管理要領の一部改正について 

 

原子力規制委員会行政文書管理要領（原規総発第 120919005 号）の一部を、

別表により改正する。 
 

 

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 
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別表 原子力規制委員会行政文書管理要領 新旧対照表 

（傍線を付し、又は破線で囲んだ部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

（目的） 

第１条 この要領は、原子力規制委員会(以下「委員会」という。)における文

書の接受、起案、決裁、施行、貸出及び閲覧等の文書の管理について必要

な事項を定め、事務処理の適正かつ能率的な遂行に資するとともに、原子

力規制委員会行政文書管理規則（原規総発第 120919003 号。以下「規則」

という。）の適正かつ円滑な運用に資することを目的とする。 

 

（帳簿等） 

第３条 次の各号に掲げる課等に当該各号に掲げる帳簿等を備え、文書管理

担当者がこれを管理するものとする。 

(1) 長官官房総務課（以下「総務課」という。） 

イ～チ （略） 

リ 審査請求受付管理簿（様式第８） 

 (2)～(4) （略） 

２・３ （略） 

 

（文書の接受） 

第４条 委員会に到達する文書の接受は、総務課において行う。ただし、主

管課等に直接到達する文書（行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（平成１１年法律第４２号。以下「情報公開法」という。）第４条第１項に

規定する開示請求書その他情報公開法の施行に関し到達する文書及び個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護

法」という。）第７７条第１項に規定する開示請求書その他個人情報保護

法の施行に関し到達する文書（以下これらを総称して「開示請求書等」と

いう。）を除く。）の接受については、当該主管課等において行うものとす

（目的） 

第１条 この要領は、原子力規制委員会(以下「委員会」という。)における文

書の接受、起案、決裁、施行、貸出及び閲覧等の文書の管理について必要な

事項を定め、事務処理の適正かつ能率的な遂行に資するとともに、委員会

行政文書管理規則（原規総発第 120919003 号。以下「規則」という。）の

適正かつ円滑な運用に資することを目的とする。 

 

（帳簿等） 

第３条 次の各号に掲げる課等に当該各号に掲げる帳簿等を備え、文書管理

担当者がこれを管理するものとする。 

(1) 長官官房総務課（以下「総務課」という。） 

イ～チ （略） 

リ 情報公開不服申立受付簿（様式第８） 

 (2)～(4) （略） 

２・３ （略） 

 

（文書の接受） 

第４条 委員会に到達する文書の接受は、総務課において行う。ただし、主

管課等に直接到達する文書（行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（平成１１年法律第４２号。以下「情報公開法」という。）第４条第１項に

規定する開示請求書その他情報公開法の施行に関し到達する文書（以下「開

示請求書等」という。）を除く。）の接受については、当該主管課等におい

て行うものとする。 
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る。 

２～４ （略） 

 

第８条 委員会に到達した局受文書（電子文書、親展文書及び開示請求書等

を除く。）については直ちに受付簿に整理番号、接受年月日、件名、発信

者、宛先、配布先その他必要な事項を登録し、主管部等の長又は主管課等

の長に配布するものとする。 

２ 委員会に到達した開示請求書等のうち情報公開法に関する文書（次項の

審査請求書を除く。）については、委員会受付印（様式第１３）を押した

上、開示請求受付管理簿に登録し、配布するものとする。 

３ 委員会に到達した行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第１９条

に規定する審査請求書（情報公開法及び個人情報保護法に関するものに限

る。）については、委員会受付印（様式第１３）を押した上、審査請求受付

管理簿に登録し、配布するものとする。 

４ 前３項の規定による文書の配布に当たっては、それぞれ受付簿、開示請

求受付管理簿及び審査請求受付管理簿に配布先の部等又は課等の受領者等

を記録するものとする。 

 

第 11 条 
１・２ （略） 

３ 前項の規定により回付された親展文書については、第８条第１項及び第

４項の規定を準用する。 

 

（公印及び契印の省略） 

第 32 条 前条第１項の規定にかかわらず、次に掲げる施行文書については、

発信者名の下に「（公印省略）」の文字を付記することにより、公印及び契

印の押印を省略することができる。 

(1) （略） 

 

２～４ （略） 

 

第８条 委員会に到達した局受文書（電子文書、親展文書及び開示請求書等

を除く。）については直ちに受付簿に整理番号、接受年月日、件名、発信

者、宛先、配布先その他必要な事項を登録し、主管部等の長又は主管課等

の長に配布するものとする。 

２ 委員会に到達した開示請求書等については、委員会受付印（様式第１３）

を押した上、開示請求受付管理簿に登録し、配布するものとする。 

 

（新設） 

 

 

 

３ 前２項の規定による文書の配布に当たっては、それぞれ受付簿及び開示

請求受付管理簿に配布先の部等又は課等の受領者等を記録するものとす

る。 

 

第 11 条 
１・２ （略） 

３ 前項の規定により回付された親展文書については、第８条第１項及び第

３項の規定を準用する。 

 

（公印及び契印の省略） 

第 32 条 前条第１項の規定にかかわらず、次に掲げる施行文書については、

発信者名の下に「（公印省略）」の文字を付記することにより、公印及び契

印の押印を省略することができる。 

(1) （略） 
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(2)前号に掲げるもののほか、一般に公表する文書、情報提供を行うための

文書、定例的な通知書、依頼文書、回答文書その他の偽造されるおそ

れが少ない文書（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する

法律（昭和３２年法律第１６６号）、放射性同位元素等の規制に関す

る法律（昭和３２年法律第１６７号）、電気事業法（昭和３９年法律

第１７０号）、原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６

号）、情報公開法及び個人情報保護法並びにこれらの関係法令に基づ

くものを除く。） 

 

２・３ （略） 

 

別表第２（共通事項） 

（１） 一般共通事項 

事項 

番号 
専決事項 専決者 合議者 

1～8 （略） （略）  

9 

審査請求の裁決又は決定に関すること

（行政機関の保有する情報の公開に関

する法律（平成１１年法律第４２号）及

び個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）に係る審査請求

であって軽易なものに限る。）。 

長官  

10～15 （略） （略） （略） 

16 

助成金及び交付金（補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律（昭和

３０年法律第１７９号）の対象となる

ものを除く。）に関すること。 

主管課等の 

長 

参事官（会計

担当） 

17～32 （略） （略） （略） 

(2)前号に掲げるもののほか、一般に公表する文書、情報提供を行うための

文書、定例的な通知書、依頼文書、回答文書その他の偽造されるおそ

れが少ない文書（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する

法律（昭和３２年法律第１６６号）、放射性同位元素等の規制に関す

る法律（昭和３２年法律第１６７号）、電気事業法（昭和３９年法律

第１７０号）、原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６

号）、情報公開法及び行政機関の保有する個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５８号）並びにこれらの関係法令に基づくもの

を除く。） 

２・３ （略）  

 

別表第２（共通事項） 

（１） 一般共通事項 

事項 

番号 
専決事項 専決者 合議者 

1～8 （略） （略）  

9 

不服申立ての裁決又は決定に関するこ

と（行政機関の保有する情報の公開に

関する法律及び行政機関の保有する個

人情報の保護に関する法律に係る不服

申立てであって軽易なものに限る。）。 

 

長官  

10～15 （略） （略） （略） 

16 

助成金及び交付金（補助金等に係る予

算の執行の適正化に関する法律の対象

となるものを除く。）に関すること。 

 

主管課等の 

長 

参事官（会計

担当） 

17～32 （略） （略） （略） 
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33 

国家公務員の育児休業等に関する法律

（平成３年法律第１０９号）、国家公務

員の自己啓発等休業に関する法律（平

成１９年法律第４５号）及び国家公務

員の配偶者同行休業に関する法律（平

成２５年法律第７８号）に基づく承認

に関すること。 

人事課長  

34 （略） （略）  

 

（２） 共通の法令事務 

事項 

番号 
専決事項 専決者 合議者 

1～5 （略） （略） （略） 

6 

情報公開法第１２条の２第１項の規定

による事案移送の決定及び通知に関す

ること。 

主管課等の 

長 
 

7～13 （略） （略）  

14 

個人情報保護法（平成１５年法律第５

７号）第６９条第２項の規定による保

有個人情報の利用目的外利用・提供（重

要なものに限る。）に関すること。 

 

 

 

（略）  

15 

個人情報保護法第６９条第２項の規定

による保有個人情報の利用目的外利用

・提供（前号に掲げるものを除く。）に

関すること。 

（略）   

16 

個人情報保護法第６９条第４項の規定

による保有個人情報の行政機関の内部

における利用に関すること。 

（略）   

17 

個人情報保護法第７０条の規定による

保有個人情報の提供を受ける者に対す

る措置要求に関すること。 

（略）   

33 

国家公務員の育児休業等に関する法

律、国家公務員の自己啓発等休業に関

する法律及び国家公務員の配偶者同行

休業に関する法律に基づく承認に関す

ること。 

 

 

人事課長  

34 （略） （略）  

 

（２） 共通の法令事務 

事項 

番号 
専決事項 専決者 合議者 

1～5 （略） （略） （略） 

6 

情報公開法第１２条の２第１項の規程

による事案移送の決定及び通知に関す

ること。 

主管課等の 

長 
 

7～13 （略） （略）  

14 

行政機関の保有する個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５８号。

以下この表において「行政機関個人情

報保護法」という。）第８条第２項の規

定による保有個人情報の利用目的外利

用・提供（重要なものに限る。）に関す

ること。 

（略）  

15 

行政機関個人情報保護法第８条第２項

の規定による保有個人情報の利用目的

外利用・提供（前号に掲げるものを除

く。）に関すること。 

（略）   

16 

行政機関個人情報保護法第８条第４項

の規定による保有個人情報の行政機関

の内部における利用に関すること。 

（略）   

17 

行政機関個人情報保護法第９条の規定

による保有個人情報の提供を受ける者

に対する措置要求に関すること。 

（略）   
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18 

個人情報保護法第７４条第１項及び第

３項の規定による個人情報保護委員会

への事前通知等に関すること。 

（略）   

19 

個人情報保護法第７７条第３項の規定

による開示請求者に対する補正要求に

関すること。 

（略）   

20 

個人情報保護法第８２条第１項及び第

２項の規定による開示等の決定及びそ

の旨等の通知に関することのうち、過

去に類例がある等軽易なものに関する

こと。 

（略） （略） 

21 

個人情報保護法第８３条第２項の規定

による決定期限の延長の決定及び通知

に関すること。 

（略）   

22 

個人情報保護法第８４条の規定による

決定期限の特例適用の決定及び通知に

関すること。 

（略）   

23 

個人情報保護法第８５条第１項の規定

による事案の移送の決定及び通知に関

すること。 

（略）   

（削

る） 

 

（削る） 

 
（削る）   

24 

個人情報保護法第８６条第１項の規定

による第三者に対する意見書提出の機

会の付与に関すること。 

（略）   

25 

個人情報保護法第８６条第２項の規定

による第三者に対する意見書提出の機

会の付与に関すること。   

（略）   

26 

個人情報保護法第８６条第３項（第１

０６条において準用する場合を含む。）

の規定による反対意見書を提出した第

三者に対する通知に関すること。 

 

（略）   

18 

行政機関個人情報保護法第１０条第１

項及び第３項の規定による総務大臣へ

の事前通知等に関すること。 

（略）   

19 

行政機関個人情報保護法第１３条第３

項の規定による開示請求者に対する補

正要求に関すること。 

（略）   

20 

行政機関個人情報保護法第１８条の規

定による開示等の決定及びその旨等の

通知に関することのうち、過去に類例

がある等軽易なものに関すること。 

 

（略） （略） 

21 

行政機関個人情報保護法第１９条第２

項の規定による決定期限の延長の決定

及び通知に関すること。 

（略）   

22 

行政機関個人情報保護法第２０条の規

定による決定期限の特例適用の決定及

び通知に関すること。 

（略）   

23 

行政機関個人情報保護法第２１条第１

項の規定による事案の移送の決定及び

通知に関すること。 

（略）   

24 

行政機関個人情報保護法第２２条第１

項の規定による事案の移送の決定及び

通知に関すること。 

主管課等の

長 
  

25 

行政機関個人情報保護法第２３条第１

項の規定による第三者に対する意見書

提出の機会の付与に関すること。 

（略）   

26 

行政機関個人情報保護法第２３条第２

項の規定による第三者に対する意見書

提出の機会の付与に関すること。   

（略）   

27 

行政機関個人情報保護法第２３条第３

項（第４４条において準用する場合を

含む。）の規定による反対意見書を提出

した第三者に対する通知に関するこ

と。 

（略）   
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27 

個人情報保護法第９１条第３項の規定

による訂正請求書の補正に関するこ

と。 

（略）   

28 

個人情報保護法第９３条第１項の規定

による訂正の決定及び通知（重要なも

のに限る。）に関すること。 

（略）   

29 

個人情報保護法第９３条第１項の規定

による訂正の決定及び通知（前号に掲

げるものを除く。）に関すること。 

 

（略）   

30 

個人情報保護法第９３条第２項の規定

による訂正をしない旨の決定及び通知

（重要なものに限る。)に関すること。 

 

（略）   

31 

個人情報保護法第９３条第２項の規定

による訂正をしない旨の決定及び通知

（前号に掲げるものを除く。）に関する

こと。 

（略）   

32 

個人情報保護法第９４条第２項の規定

による決定期限の延長の決定及び通知

に関すること。 

（略）   

33 

個人情報保護法第９５条の規定による

決定期限の特例適用の決定及び通知に

関すること。 

（略）   

34 

個人情報保護法第９６条第１項の規定

による事案の移送の決定及び通知に関

すること。 

（略）   

（削

る） 

 

（削る） 

 
（削る）   

35 

個人情報保護法第９７条の規定による

保有個人情報の提供先への通知に関す

ること。 

（略）   

28 

行政機関個人情報保護法第２８条第３

項の規定による訂正請求書の補正に関

すること。 

（略）   

29 

行政機関個人情報保護法第３０条第１

項の規定による訂正の決定及び通知

（重要なものに限る。）に関すること。 

（略）   

30 

行政機関個人情報保護法第３０条第１

項の規定による訂正の決定及び通知

（前号に掲げるものを除く。）に関する

こと。 

（略）   

31 

行政機関個人情報保護法第３０条第２

項の規定による訂正をしない旨の決定

及び通知（重要なものに限る。)に関す

ること。 

（略）   

32 

行政機関個人情報保護法第３０条第２

項の規定による訂正をしない旨の決定

及び通知（前号に掲げるものを除く。）

に関すること。 

（略）   

33 

行政機関個人情報保護法第３１条第２

項の規定による決定期限の延長の決定

及び通知に関すること。 

（略）   

34 

行政機関個人情報保護法第３２条の規

定による決定期限の特例適用の決定及

び通知に関すること。 

（略）   

35 

行政機関個人情報保護法第３３条第１

項の規定による事案の移送の決定及び

通知に関すること。 

（略）   

36 

行政機関個人情報保護法第３４条第１

項の規定による事案の移送の決定及び

通知に関すること。 

主管課等の

長 
  

37 

行政機関個人情報保護法第３５条の規

定による保有個人情報の提供先への通

知に関すること。 

（略）   
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36 
個人情報保護法第９９条第３項の規定

による利用停止請求書の補正に関する

こと。 

（略）   

37 

個人情報保護法第１０１条第１項の規

定による利用停止の決定及び通知（重

要なものに限る。）に関すること。 

（略）   

38 

個人情報保護法第１０１条第１項の規

定による利用停止の決定及び通知（前

号に掲げるものを除く。）に関するこ

と。 

（略）   

39 

個人情報保護法第１０１条第２項の規

定による利用停止をしない旨の決定及

び通知（重要なものに限る。）に関する

こと。 

（略）   

40 

個人情報保護法第１０１条第２項の規

定による利用停止をしない旨の決定及

び通知（前号に掲げるものを除く。）に

関すること。 

（略）   

41 

個人情報保護法第１０２条第２項の規

定による決定期限の延長の決定及び通

知に関すること。 

（略）   

42 

個人情報保護法第１０３条の規定によ

る決定期限の特例適用の決定及び通知

に関すること。 

（略）   

43 

個人情報保護法第１０５条第１項の規

定による情報公開・個人情報保護審査

会への諮問（軽易なものに限る。）に関

すること。 

（略）   

44 

個人情報保護法第１０５条第２項の規

定による諮問をした旨の通知に関する

こと。   

（略）   

45 

個人情報保護法第１０９条の規定によ

る行政機関等匿名加工情報をその用に

供して行う事業に関する提案の募集の

公示に関すること。 

（略） （略） 

38 

行政機関個人情報保護法第３７条第３

項の規定による利用停止請求書の補正

に関すること。 

（略）   

39 

行政機関個人情報保護法第３９条第１

項の規定による利用停止の決定及び通

知（重要なものに限る。）に関すること。 

（略）   

40 

行政機関個人情報保護法第３９条第１

項の規定による利用停止の決定及び通

知（前号に掲げるものを除く。）に関す

ること。 

（略）   

41 

行政機関個人情報保護法第３９条第２

項の規定による利用停止をしない旨の

決定及び通知（重要なものに限る。）に

関すること。 

（略）   

42 

行政機関個人情報保護法第３９条第２

項の規定による利用停止をしない旨の

決定及び通知（前号に掲げるものを除

く。）に関すること。 

（略）   

43 

行政機関個人情報保護法第４０条第２

項の規定による決定期限の延長の決定

及び通知に関すること。 

（略）   

44 

行政機関個人情報保護法第４１条の規

定による決定期限の特例適用の決定及

び通知に関すること。 

（略）   

45 

行政機関個人情報保護法第４３条第１

項の規定による情報公開・個人情報保

護審査会への諮問（軽易なものに限

る。）に関すること。 

（略）   

46 

行政機関個人情報保護法第４３条第２

項の規定による諮問をした旨の通知に

関すること。   

（略）   

47 

行政機関個人情報保護法第４４条の４

の規定による行政機関非識別加工情報

をその用に供して行う事業に関する提

案の募集の公示に関すること。 

（略） （略） 
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46 

個人情報保護法第１２４条の規定によ

る権限又は事務の委任に関すること。  

  

（略）   

47 

個人情報保護法第１５３条の規定によ

る資料の提出及び説明に関すること。 

 

主管課等の

長 
  

48 

個人情報保護法第１６２条第１項の規

定による法律の施行状況についての報

告に関すること。 

主管課等の

長 
  

49～52 （略） （略）   

（３） （略） 

 

 

様式第１３ 原子力規制委員会受付印 

 

          原子力規制委員会                       

                  受           

    ．  ． 

                  付 

         原規総収第  号 

48 

行政機関個人情報保護法第４６条の規

定による権限又は事務の委任に関する

こと。   

（略）   

49 

行政機関個人情報保護法第４９条第１

項の規定による法律の施行状況につい

ての報告に関すること。 

主管課等の

長   

50 

行政機関個人情報保護法第５０条の規

定による資料の提出及び説明に関する

こと。 

主管課等の

長 
  

51～54 （略） （略）   

（３）  （略） 

 

 

様式第１３ 原子力規制委員会受付印 

 

          原子力規制委員会                       

                 受           

   ． － ．－ 

                 付 

        原規総第   号 
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様式第７を次のように改める。 
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様式第８を次のように改める。 

 

  


